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Ⅰ 統一的な基準による財務書類の作成について 

平成27年１月23日付け「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣

通知）」により、令和６年度決算の統一的な基準に基づく財務書類等を整備したので公表

します。 

 

 

Ⅱ 統一的な基準による財務書類の構成 

 (1)貸借対照表 

  基準日時点における地方公共団体の財政状況（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を明らかにすることを目的としています。住民サービスを提供するために保有している

資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示した

ものです。資産は、サービス提供能力を示し、負債は、将来世代の負担を示し、純資産

は、現在までの世代の負担を示しています。 

 

 (2)行政コスト計算書 

  会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的としてい

ます。１年間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用（人

件費、物件費、その他の業務費用、移転費用）とその行政サービスの直接の対価として

得た収入金等を表示したものです。 

 

 (3)純資産変動計算書 

  会計期間中の地方公共団体の純資産及びその内部構成の変動を明らかにすることを目

的としています。純資産が年度中にどのように変動したかを示したもので、財産、資産

評価差額、無償所管替等、その他に区分して表示したものです。 

 

 (4)資金収支計算書 

地方公共団体の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的

としています。１年間の現金の流れについて、「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務

活動収支」に区分して表示したものです。 

 

 

 



（単位：円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 5,146,900,336 固定負債 2,037,389,520

有形固定資産 5,146,900,336 地方債 1,264,400,000

事業用資産 2,899,945,048 長期未払金 573,031,520

土地 0 退職手当引当金 199,958,000

立木竹 0 損失補償等引当金 0

建物 4,641,227,100 その他 0

建物減価償却累計額 △ 1,920,739,872 流動負債 584,034,624

工作物 0 1年内償還予定地方債 24,600,000

工作物減価償却累計額 0 未払金 492,725,480

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 62,654,215

航空機 0 預り金 4,054,929

航空機減価償却累計額 0 その他 0

その他 0 2,621,424,144

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 179,457,820 固定資産等形成分 5,177,650,711

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 2,594,544,230

土地 0

建物 0

建物減価償却累計額 0

工作物 0

工作物減価償却累計額 0

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 0

物品 4,170,004,021

物品減価償却累計額 △ 1,923,048,733

無形固定資産 0

ソフトウェア 0

その他 0

投資その他の資産 0

投資及び出資金 0

有価証券 0

出資金 0

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 0

長期貸付金 0

基金 0

減債基金 0

その他 0

その他 0

徴収不能引当金 0

流動資産 57,630,289

現金預金 26,879,914

未収金 0

短期貸付金 0

基金 30,750,375

財政調整基金 30,750,375

減債基金

棚卸資産 0

その他 0

徴収不能引当金 0

繰延資産 0 2,583,106,481

5,204,530,625 5,204,530,625資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

【様式第１号】

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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（単位：円）

金額

経常費用 1,519,387,061

業務費用 1,501,304,973

人件費 1,086,185,863 　

職員給与費 995,501,648

賞与等引当金繰入額 62,654,215

退職手当引当金繰入額 28,030,000

その他 0

物件費等 405,308,170

物件費 217,116,886

維持補修費 25,105,098

減価償却費 162,678,186

その他 408,000

その他の業務費用 9,810,940

支払利息 8,575,779

徴収不能引当金繰入額 0

その他 1,235,161

移転費用 18,082,088

補助金等 17,023,088

社会保障給付 0

他会計への繰出金 0

その他 1,059,000

経常収益 14,610,617

使用料及び手数料 4,174,601

その他 10,436,016

純経常行政コスト 1,504,776,444

臨時損失 0

災害復旧事業費 0

資産除売却損 0

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益 0

資産売却益 0

その他

純行政コスト 1,504,776,444

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和６年　４月　１日

至　令和７年　３月３１日

科目
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(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 3,221,997,813 3,580,607,886 △ 358,610,073

純行政コスト（△） △ 1,504,776,444 △ 1,504,776,444

財源 2,094,502,870 2,094,502,870

税収等 1,592,312,210 1,592,312,210

国県等補助金 502,190,660 502,190,660

本年度差額 589,726,426 589,726,426

固定資産等の変動（内部変動） 1,787,071,064 △ 1,787,071,064

有形固定資産等の増加 2,063,861,720 △ 2,063,861,720

有形固定資産等の減少 △ 162,678,186 162,678,186

貸付金・基金等の増加 15,297,530 △ 15,297,530

貸付金・基金等の減少 △ 129,410,000 129,410,000

資産評価差額 0

無償所管換等 0

その他 △ 1,228,617,758 △ 190,028,239 △ 1,038,589,519

本年度純資産変動額 △ 638,891,332 1,597,042,825 △ 2,235,934,157

本年度末純資産残高 2,583,106,481 5,177,650,711 △ 2,594,544,230

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　令和６年　４月　１日

至　　令和７年　３月３１日

科目 合計
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 1,266,024,660

業務費用支出 1,247,942,572

人件費支出 995,909,648

物件費等支出 242,221,984

支払利息支出 8,575,779

その他の支出 1,235,161

移転費用支出 18,082,088

補助金等支出 17,023,088

社会保障給付支出 0

他会計への繰出支出 0

その他の支出 1,059,000

業務収入 1,606,978,487

税収等収入 1,592,312,210

国県等補助金収入 55,660

使用料及び手数料収入 4,174,601

その他の収入 10,436,016

臨時支出 0

災害復旧事業費支出 0

その他の支出 0

臨時収入 0

業務活動収支 340,953,827

【投資活動収支】

投資活動支出 2,079,159,250

公共施設等整備費支出 2,063,861,720

基金積立金支出 15,297,530

投資及び出資金支出 0

貸付金支出 0

その他の支出 0

投資活動収入 631,545,000

国県等補助金収入 502,135,000

基金取崩収入 129,410,000

貸付金元金回収収入 0

資産売却収入 0

その他の収入 0

投資活動収支 △ 1,447,614,250

【財務活動収支】

財務活動支出 24,954,000

地方債償還支出 24,954,000

その他の支出 0

財務活動収入 1,083,400,000

地方債発行収入 1,083,400,000

その他の収入 0

財務活動収支 1,058,446,000

△ 48,214,423

71,039,408

22,824,985

前年度末歳計外現金残高 3,705,523

本年度歳計外現金増減額 349,406

本年度末歳計外現金残高 4,054,929

本年度末現金預金残高 26,879,914

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　令和６年　４月　１日

至　　令和７年　３月３１日

科目 金額
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な 

ものは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得 

原価とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照 

表価額としております。出資金のうち、市場価格が無いものは出資金額をもって貸借対 

照表価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の 

悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしており 

ます。なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したと 

き」に該当するものとしております。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

  定額法を採用しております。 

 

 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 徴収不能引当金 

  過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。 

 

 ② 賞与引当金 

  翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の 

    支給対象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 

 ③ 退職給付引当金 

  地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ 

 ています。 
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 ④ 損失補償引当金 

  地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額 

    算定方法に従っています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理 

を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通 

常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資金 

の範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引 

により発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

 税込方式によっております。 

 

 ② 物品及びソフトウェアの計上基準 

 物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合 

に資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

  総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、 

財務書類の作成を行っています。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

  特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

  特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

  特になし 
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（４）重大な災害等の発生 

  特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資金 

の範囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引に 

より発生する資金の受払いも含みます。 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

  特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

  特になし 

 

５．追加情報 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

 ① 一般会計 

 ②岩手県市町村総合事務組合（比例連結） 

 ※②については一般会計等内で基金持分相当額及び退職手当引当金を計上し, みなし連 

  結としています。 

 

（２）一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

  特になし 

 

（３）出納整理期間 

  財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月31日）ですが、出納整理期間中の現金の 

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法 

235 条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の５月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（４）表示単位未満 

  表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 
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（５）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

  特になし 

 

 

（６）繰越事業に係る将来の支出予定額 

  継 続 費     0円 

  繰越明許費     0円 

  事 故 繰 越      0円 

  合 計      0円 

 

 

 


